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春日市児童育成支援拠点業務に係る公募型プロポーザル実施要領

１ 目的

この実施要領は、養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、

当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習

慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家

庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援

を包括的に提供する児童育成支援拠点事業の業務委託に係る受注候補者（以下「候補者」と

いう。）を公募型プロポーザル方式により選定するために必要な事項を定めるものである。

２ 業務の概要

(1) 名称

春日市児童育成支援拠点業務

(2) 内容等

春日市児童育成支援拠点業務仕様書（以下、本要領において「仕様書」という。）に

記載のとおりとする。

ただし、契約時における仕様書は、候補者として選定された事業者の企画提案内容に

応じて、仕様を変更することがある。

３ 業務開始時期

令和７年１０月中

４ 履行期間

契約日翌日から令和８年３月３１日まで

５ 委託料上限額（令和７年１０月～令和８年３月）

総額 ４，２６３，０００円

※基本額（固定費等の額）と加算額（単価を設定し利用人数に応じて支払う額）の合

計額

６ 参加資格等

(1) 参加資格

本企画提案の参加者は、次のいずれにも該当する者とする。なお、複数の法人による共

同提案は認めない。

ア 本業務を適正に遂行する体制を有し、かつ、本業務の目的の実現に意欲と能力を有す

る法人であって、春日市一般(指名)競争入札参加資格等に関する規程（平成８年５月告

示第６５号）第３条に規定する令和７年度の有資格業者であること。

イ 児童福祉行政をよく理解し、児童虐待の未然防止と再発防止に熱意を持ち、児童育成

支援拠点業務を遂行できる十分な資力、信用、技術能力等を有し、継続的に運営できる

社会福祉法人等であること。
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(2) 参加者の制限

次のいずれかに該当する者は、本企画提案に参加することができない。受託候補者選

定までの手続期間中に新たに該当することとなった場合も同様であり、当該期間中に、

次の制限に該当し、又は、該当することが明らかとなった事業者は、その時点で本企画

提案の辞退を申し出ること。

ア 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者

イ 代表者その他の役員が、春日市暴力団排除条例（平成２２年条例第２号）第２条に

規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始、民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開始又は破産法（平成１６

年法律第７５号）の規定に基づく破産の申立てをし、又は、申立てがなされている者

及びこれらの手続中である者

エ 当市から指名停止措置又は排除措置を受けている者

(3) 参加条件

ア 児童の発達障がいや親の養育能力など、親子の抱える様々な課題を解決するために

支援した活動実績があること。

イ 改正児童福祉法（令和６年４月１日施行）、児童育成支援拠点事業の実施要綱（別

添１）及びガイドライン（別添２）等の法令等を遵守すること。

ウ 児童育成支援拠点事業所の管理者については、参加表明時点において提案した者を

必ず管理者とすること。

エ 児童育成支援拠点業務の用に供する物件を準備すること。物件は、自己所有又は賃

貸借のどちらでも差し支えないものとする。賃貸借の場合は、応募時点においては契

約までを要せず、仮押さえでの提案も可とする。

(4) 業務再委託の制限

本業務の一部又は全部を、市の承諾なく、第三者に再委託することはできない。

７ 本業務に関する質問・回答

質問は、軽微なものを除き、専用様式でのみ受け付けるので、次の要領で提出すること。

公表された質疑応答は、この要領と同等の効力を持つため、必ず確認すること。

(1) 様式

様式第１号「プロポーザル質問書（児童育成支援拠点業務）」

(2) 提出方法

電子メールに添付して送付すること。

なお、メールの件名は、「プロポーザル質問書（児童育成支援拠点業務）」とするこ

と。

(3) 提出先

１７に記載の部署

(4) 提出期限

令和７年５月３０日（金）午後５時まで

(5) 回答内容の公表
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上記(4)の期限にまでに提出された全ての質問に対する回答を、令和７年６月６日（金）

までに市ウェブサイト（本実施要領の掲載ページ）で公表する。この場合、質問者名は

公表しない。

８ 企画提案公募への参加表明

この実施要領に定める企画提案公募への参加を希望する者は、次のとおり書類を提出す

ること。

(1) 提出書類

ア 様式第２号「参加表明書」

イ 様式第３号「活動実績履歴書」（様式に示す添付書類を添付すること。）

ウ 様式第４号「物件概要」（必要に応じて様式に示す添付書類を添付すること。）

エ 会社概要（法人の経営理念、事業経歴等がわかるパンフレット等）

(2) 提出期限

令和７年６月１３日（金）午後５時まで（必着）

(3) 提出方法

持参又は郵送

※郵送の場合は、簡易書留とすること。普通郵便の場合の不達については、春日市は、

責任を負わない。

(4) 提出先

１７に記載の部署

(5) 留意事項

提出期限までに参加表明書を提出しなかった者は、企画提案書を提出することができ

ない。

９ 企画提案公募に係る書類

上記８により参加を表明した者（以下「参加表明者」という。）は、次のとおり企画提

案公募に係る書類を提出すること。

(1) 提出書類

ア 様式第５号「企画提案書提出届」

イ 様式第６号「企画提案書表紙」

ウ 企画提案書（任意様式）

図表等を含め２０ページ以内（目次はページ数に含めない。）

エ 様式第７号「業務実施体制」

オ 様式第８号「業務経歴書」

カ 見積書（任意様式。基本額、加算額（利用単価及び送迎単価）を明確にし、経費の

内訳を記載すること。）

(2) 提出部数（紙ベース）

正本１部、副本４部（副本は複写可）

※ 様式第５号は正本１部のみ

(3) 提出期限
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令和７年６月２０日（金）午後５時まで（必着）

(4) 提出方法

持参又は郵送

※持参の場合は、日時を電話等で事前に連絡の上、来庁すること。

※郵送の場合は、簡易書留とすること。普通郵便の場合の不達については、春日市は、

責任を負わない。

(5) 提出先

１７に記載の部署

(6) 提案書作成に当たっての留意事項

ア 仕様書の業務内容に掲げる各事項について、具体的な提案を行うこと。

イ 提案書の用紙は、全てＡ４判縦、横書き、左綴じ、両面印刷で製本すること。

ただし、図表等については、必要に応じてＡ４判横又はＡ３判横も可とする（Ａ３

判は、Ａ４判２ページ分とみなし、両面印刷しないこと。）。

ウ 文字の大きさは、１１ポイント以上とすること（表題、図表を除く。）。

１０ 参加の辞退

参加表明者が参加を辞退するときは、事前に電話連絡の上、様式９「提案参加辞退届」

を１７に記載の部署に直接持参又は郵送すること。

１１ 候補者の選定

本業務の候補者の選定は、(1)の審査会において、提出された企画提案公募に係る提出書

類及びプレゼンテーション等に基づき審査を行う。

(1) 審査会

市職員４人（予定）で構成する。

なお、上記の審査員がやむを得ず審査に参加できない場合は、当該審査員が指名する

ものを審査員とすることができる。また、事務局は子育て支援課に置く。

(2) プレゼンテーション及びヒアリング

参加者からの提案内容の説明（プレゼンテーション）及び審査員による提案内容に対

するヒアリングを実施する。

ア 日時

令和７年６月３０日（月）

※場所、日時等の詳細については、別途通知する。

イ 場所（予定）

春日市いきいきプラザ（春日市昇町１丁目１２０番地）

ウ 流れ

・企画提案内容の説明（２０分以内）

・質疑応答（２０分程度）

エ 出席可能人数

３名以内

オ その他
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・資料は、９により提出された書類のみとする。当日の追加資料の配付は一切認めな

い。ただし、プロジェクター・スクリーンを使用して、９により提出された書類の

一部（図・表等）を審査員に示すことは差し支えない。

・プロジェクター・スクリーンは、春日市が用意する。

・その他必要な機器については、各企画提案者が用意すること。

(3) 審査方法（候補者の選定方法）

ア 候補者の選定は、提出書類とプレゼンテーションの内容等を１３の評価基準に基づ

き、上記(1)の各審査員が評価採点する。各審査員の合計点数が６割以上であるものに

ついて、合計点数の最も高いものから順に候補者として選定する。

イ 合計点数が最も高い企画提案者が複数いた場合は、１３の評価基準における評価項

目のうち「企画提案内容」の点数を比較し決定する。

ウ イにより差がつかない場合は、評価項目のうち「実施体制」、次いで「委託費用」

を比較し決定する。

エ ウにより差がつかない場合は、くじ引きにより決定する。くじ引きの方法は、別途

市が定める。

１２ 選定結果の通知

候補者の選定結果は、参加者に対し、令和７年７月７日（月）までに様式第９号「審

査結果通知書」により通知する。

１３ 評価基準

別紙「評価基準」参照

１４ 契約

(1) 契約の締結

市は、契約締結に向けて、上記１１で選定された第１候補者の企画提案書に記載され

た内容をもとに、第１候補者と業務の実施方針及び手法などについて協議及び調整を行

った上で、令和７年７月１４日（月）頃を目途に業務委託契約の締結を行う。

なお、協議が不調となった場合には、次点の候補者と同様の手続を行うものとする。

(2) 契約保証金等（春日市財務規則（平成５年規則第８号）第７７条の４）

契約締結に当たり、契約金額の１０％以上（千円未満切上）を徴する。

ただし、同規則第７７条の５の規定に該当すると市が認める場合は、免除する。

１５ その他留意事項

(1) 本件企画提案公募の手続にかかる費用（参加表明書及び企画提案書の作成及び提出に

係る費用等）は、提出者が負担すること。

(2) 提出された参加表明書及び企画提案書は返却しない。

(3) 参加表明書及び企画提案書に記載された情報は、審査等本業務に係る事務手続以外の

目的で、提出者に無断で使用しない。

(4) 参加表明書及び企画提案書に記載した企画提案責任者及び予定担当者は、原則として
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変更できない。

ただし、病休、死亡、退職等の特別な理由により変更を行う場合には、同等以上の技

術者であるとの市の了承を得なければならない。

(5) 参加条件を満たしていない場合、又は参加表明書及び企画提案書に虚偽の記載があっ

た場合は、原則として提出のあった参加表明書及び企画提案書を無効とする。

１６ 全体スケジュール（予定）

※ 日程は変更となる場合がある。

１７ 当該企画提案公募の担当部署

(1) 名 称 春日市こども支援部子育て支援課こども相談担当

(2) 所在地 〒816-0851

福岡県春日市昇町１丁目１２０番地 いきいきプラザ１階

(3) 担当者 福田（ふくだ）

(4) 連絡先 ＴＥＬ：092-584-1010

ＦＡＸ：092-501-0051

E-mail：kosodate@city.kasuga.fukuoka.jp

内容 日程

実施要領の公表 令和７年 ５月２０日（火）頃

質問受付期限 令和７年 ５月３０日（金）

質問回答期限 令和７年 ６月 ６日（金）

参加表明書【提出期限】 令和７年 ６月１３日（金）

企画提案書等【提出期限】 令和７年 ６月２０日（金）

プレゼンテーション及びヒ

アリング審査

令和７年 ６月３０日（月）

選定結果通知期限 令和７年 ７月 ７日（月）

契約手続 令和７年 ７月１４日（月）頃


